














































































































































































































































































































































































87 88 89 90 91 92 92－89
総資本経常利益率
売上高経常利益率
売上高　人件費率
売上高金融費用率
売上高減価償却費率
損益分岐点比率
べ・ア許容度
（参考）在庫率　（月）
（参考）自己資本比率
3．80
2．96
7．27
1．99
2．77
87．50
39．37
1．18
24．96
4．38
3．46
7．02
1．91
2．67
85．46
44．83
1．18
25．84
4．18
3．37
7．03
1．99
2．99
85．87
45．42
1．13
26．42
3．61
3．22
7．22
2．35
3．05
86．68
42．77
1．22
26．43
3．11
2．78
7．63
2．33
3．35
88．60
37．81
1．35
26．85
2，28
2．14
8．07
2．03
3．62
91．91
25．80
1．39
27．28
一1．90
－1．23
1．04
0．04
0．63
6．04
19．62
0．26
0．86
　　＊日銀「主要企業経営分析」平成3年度版，べ・ア許容度は（経常利益／人件費）x100で算出。
　第3表はそのことをよく示している。費用の売上高にたいする比率がもっとも低かった，89年
度と比較したぽあい，これらの比率はすべて上昇しているが，とりわけ減価償却費率が0．69ポイ
ントともっとも高く，ついで人件費率，金融費用率となっている。この代表的な固定費のなかで
人件費は金額的にもっとも大きいためと，縮減が容易であるためにコスト・ダウンの標的とされ
ている。
　　　　　　　　　　　　】V　産業別業績とコスト・ダウンの実態
　日銀調査統計局の発表する「主要企業経営分析」によれば，93年3月期は薬品の12．53％の増
益，造船・重機の0．4％という微細を除いて，すべてが減益となっている。食品（4．1％の減益，
以下同じ）石油（0．28％）などは円高にめぐまれ，こうしたわずかな減益でとどまるが，精密機械
（77．1％），鉄鋼（66．　0％），自動車（42．3％），電気機器（49．　4％），機械（39．　7％）など，輸出関連の
製造業の落込みが著しい。非製造業では空運，水産は赤字に陥っている。農業をふくめ，ag－一次
産業は異常な赤字決算にみまわれている。
　これら全ての業種において，経営者は利益のでる会社をめざして，経営の再構築が必死になさ
れている。それは，
　（1）人べらし合理化一それは分社経営というかたちでの間接的人べらしから，中・高年層の
　　希望退職，新規採用減にはじまり，日産厚木工場の閉鎖というようなドラスティクなかたち
　　で労働者をおそっている。
　（2）生産合理化一製品数の絞り込み（家電諸社），車種の制限・主要部品の総合化（日産自動
　　車），設計改善による徹底した自動化（これにより，NECは国内で50％のシェアをもつパソコンの
　　50％を80人に満たない作業員で生産している），機能分担システム（松下電子では半灘体の前工程と
　　後工程を二つの工場で分担生産し，投資負担を軽減する）などがなされている。
　（3）下請け合理化一自動車，家電などにおける下請け合理化は徹低しておこなわれている
　　（本田技研は93年度中の部品コスト2％削減を部品メーカー270社に要請，グループによる部品共用化で
　　経費節減（松下電工））もなされている。
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（4）合併，提携，店舗統合一研究開発費の節約につうじる富山化学と三井製薬の合併，日本
　軽金属の物流合理化のための日本軽金属の運輸・倉庫会社の合併などがある。住友，さくら
　などの都市銀行は店舗・人員の消減などにより，大幅な経営効率策を打ち出そうとしている。
⑤　アジアを拠点とする海外生産一国内の人件費高とアジアにおける日本製品の需要増加の
　なかで，製品や部品のアジア地域における生産を増加させようとしている。ファスナーのY
　KK吉田工業はアジアで5割増生産して人件費の節約をはかる，宇部興産・丸紅はタイで合
　併会社をつくりナイロン原料を生産，日本コロムビアも1994年3月までに，海外生産比率を
　30％から60％まで増加させるため中国深洲でAV機器の委託生産をおこない，20名の技術者
　を香港に送りこんでいる。トヨタも東南アジアで部品生産をはじめようとしている。
V　シナリオ4
　いま日本の大企業は利益のでる会社づくりに狂奔している。企業の社会的責任などは唱い文句
にすぎない。発展途上国が貧困と飢餓と人口の爆発的増加におそわれ，核兵器の保有や地域戦争
などによって平和が脅かされている現状のなかで，日本の大企業はひたすら自社ρ利益のために
従業員を酷使するばかりでなく，競争企業をつぶし，下請け企業を食いつぶし，中小企業の分野
を食い荒し，世界の市場，世界の労働者の多数を自らのものとしている。また再生不能な鉱物資
源や，再生にながい年月を要する資源（例えば森林）を乱費している。いま，危機は経済，政治
ばかりでなく平和と地球環境の危機でもある。
　世界と日本のこうした現状を革新するためにわれわれは第4のシナリオをえがかねばならない。1
　それは，つぎのような政策や法制化を実施させる必要がある。
　（1）大企業の利益留保を促進している現在の税制を勤労者，環境保全本位のものにあらためさ
　　せる。
　（2）大企業の社会責任・環境保全責任の履行を法制化し，その実施過程を公表させる
　③　監査機能を経営から独立させ，監査人が真に利害関係者の立場から監査しうるようにあら
　　ためさせる。
　（4）環境監査制度を確立し，一定規模以上の企業にたいして，内部監査と外部監査を義務づけ
　　る。
　（5）大企業の高成長政策に歯止めをかけ，自然保全型産業である，農林水産業の維持，成長を
　　はかるための投資に刺激をあたえる。
　（6）科学研究・教育・文化の発展のために投資を促進させる。
　（7）エネルギー効率と乗車・輸送効率の高い海運や鉄道への投資をふやし，航空機，自動車の
　　規制をおこなう政策を推進させる。
　（8）勤労者が土地と家がもてる住宅政策を実施させる。
　（9）勤労者が企業人間から脱却し，家庭生活と地域社会と国際社会を基底にすえた総合生活ス
　　タイルをつくりあげる。
82　　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第76巻第4号　　　　　　　　　　　　　（656）
⑩　海外援助や海外投資について規制と監督を強化し，その国の住民に役立つものにさせる。
　　　　　　　　（9）　などがこれである。
　現在の深刻な不況は，1920年代の終わりにおこった世界恐慌に対比されるものをもっている。
この克服策として，アメリカはテネシー河開発計画などの公共政策をおこない，イギリスは勤労
者が容易購入できる齢利の住宅購入資金齪供する住宅聯を就すす魂ドィ。とイタ
リーではファシズムが台頭し，そして日本は中国大陸に軍事進出を強行して，悲惨な結末をみた
のである。このような歴史をくりかえしてはならない。
（9）日本科学者会議は1992年ユネスコによる環境保全のためのブラジル会議に参加しているが，そのさい
　「持続的開発システム構築にむけて」（JSA　REPORT　TO　UNECED－Toward　constructing　a
　sustainable　development　system）という英文のレポートをまとめた。そのうちで，筆者は日本の
　高度成長期における，ビッグビジネスの成長と農林水産業の衰退および，これの環境悪化という影響に
　ついてのべている。
⑩　Denis　Richards，　Anthony　Quick；Twentieth　Cθ漉％7y　Britain，　p．213（Longman）参照。
